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参 加 表 明 書 作 成 要 領 

 

１ 総則 

（１） 参加表明書（技術資料を含む。）の用紙サイズは、全てＡ４判縦とする。 

（２） 技術資料には、設計事務所名その他社章など設計事務所が判別できるもの及び氏名など個人が判別で

きるものを記載することはできない。 

（３） 文字サイズについては、原則として日本工業規格に基づく９．０ポイント以上とすること。 

（４） 技術資料に記載する同種業務及び類似業務は、平成２２度以降に元請として完成・引渡しが完了した

建築設備関係設計・施工管理業務で次に掲げる条件を満たしているものをいう。 

① 同種業務とは、以下の要件を全て満たすものをいう。 

・構造：ＲＣ造、ＳＲＣ造、Ｓ造 のいずれか 

・階層：４層以上 

・規模：延床面積（改修の場合は建物内部の改修延床面積）２，８００㎡以上 

・用途：大学・高専の教育施設、研究施設、病院 のいずれか 

・内容：改修、新営、増築、改築 のいずれかに係る建築設備実施設計業務 

② 類似業務とは、以下の要件を全て満たすものをいう。 

・構造：ＲＣ造、ＳＲＣ造、Ｓ造 のいずれか 

・階層：４層以上 

・規模：延床面積（改修の場合は建物内部の改修延床面積）１，６００㎡以上 

・用途：校舎、研究施設、病院、事務所、庁舎 のいずれか 

・内容：改修、新営、増築、改築 のいずれかに係る建築設備実施設計業務 

（５） 本業務は、設計チームを組んで行うものとする。 

   総括技術者は設計チームの中心となる技術者であり、全体を総括する。 

（６） 総括技術者は、本業務に専念できる者であり、かつ、総括技術者は自設計事務所又は自設計共同体の

構成員である設計事務所に所属するものであること。 

（７） 単体又は設計共同体の構成員として参加表明書を提出する設計事務所は、建築士法（昭和２５年法律

第２０２号）第２３条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っていることを証明する書類の写しと、

文部科学省における令和７・８年度設計・コンサルティング業務の競争参加資格の認定を受けた際に交付

されている「競争参加資格認定通知書」の写しをそれぞれ１枚添付すること。 

（８） 単体又は設計共同体の構成員として参加表明書を提出する設計事務所は、「納税証明書（国税通則法

施行規則別紙第八号書式その一の法人税、消費税及び地方消費税の証明並びに同第八号書式その三又はそ

の三の三の未納の税額がないことの証明）」の写しを１枚添付すること。 

 

２ 総括技術者の資格及び実績（様式１） 

（１） 「１ 取得資格」は、当該業務を行うにあたり関連する資格を「一級建築士」を優先して記入するこ
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と。 

（２） 「２ 同種・類似業務実績」は、平成２２以降に担当者（相当程度の責任をもって業務に従事した者）

として従事し、完了した業務を「同種業務」を優先して少なくとも１件は記入（５件以内）すること。 

（３） 「２ 同種・類似業務実績」の「業務内容」欄には、業務内容、用途、発注者名及び敷地の所在地町

村名を記入すること。また、種類として「同種」又は「類似」の別を記入すること。 

（４） 「立場」欄は、当該業務における役割（総括技術者、主任技術者、その他の別）を記入すること。 

（５） 各項目について、記入内容を確認できる資料を添付すること。なお、添付する資料の詳細については

様式１欄外を参照すること。 

 

３ 総括技術者の同種又は類似業務の実績（様式２） 

（１） 総括技術者の同種又は類似業務の実績（様式２）には、総括技術者の資格及び実績（様式１）に記入

した同種・類似業務実績の中から「同種業務」を優先して１件を選び、当該業務の内容、設計コンセプト

等について写真等（写真又は透視図を１枚。サイズは自由。コピーでも可。）を貼付するとともに概要図

（縮尺任意）１点を添付し、用紙１枚の範囲内で記述すること。 

 

４ 設計事務所の実績等（様式３） 

（１） 「１ 技術者数・技術力」は、当該業務を行うにあたり所属している総人数、関連する資格を有する

技術者（以下「技術者」という。）の人数及び資格について記入すること。 

なお、協力設計事務所の技術者の人数については、（ ）書き内数で明記すること。又、設計共同体に

ついては、設計共同体全体の技術者の人数を記入すること。 

複数の資格を有する技術者については、「一級建築士」を優先して記入すること。 

 （２） 「２ 協力設計事務所」は、全ての協力設計事務所の法人等名を記入すること。 
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 令和 年 月 日 

 

   

  国立大学法人三重大学 

学長  伊 藤 正 明  殿 

 

 

（提出者） 

【住所】 

【法人等名】 

【代表者等氏名      】 

○○・○○設計共同体 

 代表者【住所】 

         【法人等名】 

         【代表者等氏名      】 

 

 

参 加 表 明 書 
 

 

設計業務名 三重大学（上浜）生物資源学部校舎（Ⅰ期－２）改修設備設計業務 

 

 

上記業務の技術提案書に基づく選定の参加について関心がありますので、以下の資料を添えて参加表明書を提出します。 

   

１．総括技術者の資格及び経験（技術資料・様式１） 

  ２．総括技術者の同種又は類似業務の実績（技術資料・様式２） 

 ３．設計事務所の実績等（技術資料・様式３） 

  ４．建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を証明する書類の写し 

５．文部科学省における令和７・８年度設計・コンサルティング業務に係る競争参加資格認定通知書の写し 

  ６．納税証明書の写し 

※設計共同体により提出する場合は（提出者）の欄には枠内を記入すること。 

※資料は各１部提出すること。 
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【技術資料】 
（様式１） 

 

総括技術者の資格及び経験 
 
 実務経験年数   年 

 
１ 取得資格 
 
 取  得  資  格 取得年月日 登 録 番 号  

   年  月  日  

   年  月  日  

   年  月  日  

   年  月  日  

 
２ 同種・類似業務実績 
 
 業  務  名 業  務  内  容 構造・規模 業務完了年月日  

  種 類：・同種・類似 
 業務内容： 
 用 途： 
 発注者： 
 所在地： 

 構造 
 地上  階 
 地下  階 
 延べ床面積    ㎡ 

 
 
    年 月 日 

 立 
 
 場 

 役  割：・総括・主任・その他               業務種類： 
 担当分野： 
 具体的役割： 

  種 類：・同種・類似 
 業務内容： 
 用 途： 
 発注者： 
 所在地： 

構造 
 地上  階 
 地下  階 

 延べ床面積    ㎡ 

 
 
   年 月 日 

 立 
 
 場 

役  割：・総括・主任・その他               業務種類： 
 担当分野： 
 具体的役割： 

  種 類：・同種・類似 
 業務内容： 
 用 途： 
 発注者： 
 所在地： 

構造 
 地上  階 
 地下  階 

 延べ床面積    ㎡ 

 
 
   年 月 日 

  立 
 
場 

役  割：・総括・主任・その他               業務種類： 
 担当分野： 
 具体的役割： 
    

  種 類：・同種・類似 
 業務内容： 
 用 途： 
 発注者： 
 所在地： 

構造 
 地上  階 
 地下  階 

 延べ床面積    ㎡ 

 
 
   年 月 日 

 立 
 
 場 

役  割：・総括・主任・その他               業務種類： 
 担当分野： 
 具体的役割：  

  種 類：・同種・類似 
 業務内容： 
 用 途： 
 発注者： 
 所在地： 

構造 
 地上  階 
 地下  階 

 延べ床面積    ㎡ 

 
 
   年 月 日 

 立 
 
 場 

役  割：・総括・主任・その他               業務種類： 
 担当分野： 
 具体的役割： 

 
※ 西暦で記述すること。 
※ 総括技術者は、自設計事務所又は自設計共同体の構成員である設計事務所に所属し、かつ本業務に専念できる
者です。 
※ 総括技術者の取得資格に関する免許状の写しを添付すること。 
※ 同種・類似業務の記入内容を確認できる資料を添付すること。 

例）契約書、業務範囲の平面図、特記仕様書、技術者届の写し 等 
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【技術資料】 
（様式２） 

 
 

総括技術者の同種又は類似業務の実績 
 
 
 
設計業務名
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                                    【技術資料】 

（様式３） 

設計事務所の実績等 

１ 技術者数・技術力 

取     得     資     格 人 数 

所属総人数 人 

 

うち、一級建築士、建築設備士、構造設計一級建築士、設備設計一級建築士、技術士 人 

うち、その他の技術者    人 

上記以外の者    人 

２ 協力設計事務所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


